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別記様式第１号（第４条関係） 

木津川市行財政改革推進委員会 会議経過要旨 

会 議 名 平成２９年度第４回 木津川市行財政改革推進委員会 

日 時 
平成３０年１月３１日（水） 

午後３時３０分～午後５時５分 
場 所 

木津川市役所本庁舎５階 

全員協議会室 

（公開） 

出 席 者 

委 員 

出席：■ 

欠席：□ 

■澤井委員（会長）     ■新川委員（副会長） 

■可知委員  ■木村委員  ■山岡委員  ■山口委員 

■坂本委員  ■藤田委員  ■水野委員 

その他出席者 
（傍聴者）１名 

河井市長＜答申時のみ＞ 

庶 務 
（事務局：総務部財政課行財政改革推進室） 

 池尻総務部長、松井室長、広瀬主事 

 

議 題 

 

１．開  会 

２ 議  事 

 （１）第３次木津川市行財政改革大綱（答申案）について 

 （２）第３次木津川市行財政改革大綱の答申について 

３．そ の 他 

 （１）第３次木津川市行財政改革行動計画（案）の策定に向けて 

４．閉  会 

 

会議結果要旨 

 

・第３次木津川市行財政改革大綱（答申案）について説明を受け、内容の審

議を行った。 

・資料編の一部を修正し、市長へ第３次木津川市行財政改革大綱についての

答申を行った。 

・第３次木津川市行財政改革行動計画について、事務局からの求めに応じて

委員の意見を述べた。 

会議経過要旨 

 

 

 

 

 

 

 

１．開  会 

 ◎可知委員を、本日の会議記録署名委員に指名した。 

 

２．議 事 

 

（１）第３次木津川市行財政改革大綱（答申案）について 

 

 ◎事務局から、パブリックコメントの意見募集結果と第３次木津川市行財

◎：議事・進行 

○：質問・意見 

⇒：説明・回答 
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政改革大綱（答申案）について説明を受け、内容の審議を行った。事務

局に指摘事項について修正を行うことを求め、大綱（資料編、概要版含

む）について答申を行うことを決定した。 

 

資料１-(１)  第３次木津川市行財政改革大綱（案）に対する意見募集結果 

資料１-(２) 第３次木津川市行財政改革大綱（案）対照表 

  資料２-(１) 第３次木津川市行財政改革大綱（答申案）  

  資料２-(２) 第３次木津川市行財政改革大綱（資料編）（答申案） 

  資料２-(３) 第３次木津川市行財政改革大綱（概要版）（答申案） 

  資料３    第３次木津川市行財政改革大綱答申書（案） 

 

質疑応答など 

○資料１-(１)２ページの意見の最後の段落に対する市の答えを記載した方

がいいのではないか。行財政改革の目的である「支出を減らすことで、

市民の共感や納得を得ること」という市の考えが述べられないと、行財

政改革はリストラのために行っているという誤解が生まれ、「単に支出

を減らすことを目的にする」という言葉を容認しているととられかねな

い。市の立場を明確にすべきではないかと考えるのだが。 

⇒具体的な答えではないという意見もあるかと思われますが、資料１-

（１）３ページの上段の３段落目において、市の考えを述べさせていた

だいたものと考えています。 

 

○資料１-(１)４ページのごみ袋有料化に関する意見で、市民の委員も協

議に参加する廃棄物等減量推進審議会で審議されたにもかかわらず、こ

のような意見が出ることが解せない。 

⇒今回は行財政改革大綱（案）に対するパブリックコメントのため、ごみ

袋有料化に対する個別の意見に対して、市の考えを掲載することは差し

控えています。ただし、大綱中に市民協働の推進を目指すという考えも

あるため、パブリックコメントなどを通じて、市民の意見を求めるとい

った点については掲載しました。 

 

○インターネットで公開されている水質検査の結果について、項目数が多

すぎるのではないか。職員が水質検査についての知識を持ち、内容を理

解することで、不要になる項目や検査費用の削減、行政からの指示指導

等にもつながると考える。 

⇒法定点検として定められている検査や、外部委託や専門家の意見が必要

な検査もありますが、引き続き、「自前でできることは自前で行う」と

いう姿勢で対応していきたいと考えます。 

 

〇今回のパブリックコメントでは、行財政改革大綱のことではなく、個別

事項についての意見提出がある。そのため、大綱とはこのようなもので
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あり、市は大綱の方針を含む総合計画や各行動計画に基づいて事業を行

うことを、大綱に明記すべきではないか。パブリックコメントのことを

除いても、行財政改革推進委員会の意見として、「行動計画に基づいて

事業を進める」ことを明記した方が、市民にもわかりやすいのではない

か。 

⇒ご指摘の点につきましては、資料２-(１)１８ページにおいて、「大綱

に基づいて、可能な限り数値目標を定めた行財政改革行動計画を策定

し、計画的な取り組みを進めます。」という部分で明記したものと考え

ます。また、資料（３）答申書（案）の後段において、「なお、第３次

木津川市行財政改革大綱及び同行動計画の策定にあたっては、本答申及

び当委員会の審議の経過を最大限反映させるとともに、常に市民目線に

立った不断の改革の取り組みを進めてください。」と記載しており、今

までの審議経過はもとより、ただ今のご発言も反映させるべきものと考

えます。 

○行財政改革大綱がどのような計画かということは、市民からはわかりに

くい部分もあると考えられるので、大綱だけではなく、具体的な計画を

示していくということを知らせてほしい。 

⇒大綱に基づき、行動計画の策定に取り組んでいきます。 

 

  〇資料１-(１)７ページ上段の意見において、公共施設の廃止・統合の基

準が説明不足と触れられている。実態を示すために、対象施設の収支報

告書等を示す必要があったのではないか。 

 ⇒プラネタリウムについては、平成２９年１２月議会で施設の廃止条例を

上程し議会での審議が行われたため、詳細は議会の審議内容をご覧いた

だければと存じます。また山の家については、京都府の施設を市が運営

しており、議案という形ではありませんが、プラネタリウムと同じく議

会での議論が行われたため、その経過等をご確認いただきたいと考えま

す。 

 ○両施設は、我々が実施した事業仕分けにおいて、多数の意見により「廃

止」と決定したものであるが、今回の提案には、事業仕分けの結果も反

映されているのか。 

 ⇒議案提出の際に、廃止検討に至る経過の説明があり、事業仕分けの結果

も含めた検討を行い、現在の判断に至ったとしています。 

 

○資料２-(２)４ページ上段、「働き方改革」の解説欄の具体的な例の部分

で、その柱の一つである「同一労働同一賃金」という言葉が抜けてい

る。会計年度任用職員制度も開始され、地方自治体にとって大きな転換

を迎えるにあたって、「同一労働同一賃金」は欠かせない言葉だと考え

るので、解説文への追加を求める。 

⇒当該部分に「同一労働同一賃金」を加え、「具体的な例として、同一労

働同一賃金、長時間労働の抑制、副業解禁、朝方勤務などが示されてい
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る。」という文章に変更することでよろしいですか。 

（「異議なし。」） 

では、そのように変更します。 

○その他、「働き方改革」に求められる事項として「在宅勤務」などもあ

り、もう少し修正を検討してもよいのではないか。 

⇒どこまで具体的に表現するかの判断が困難で、事務局としては「など」

で整理したところです。できれば本日の答申に向け、この場で具体的な

文言修正等を決定いただければ幸いです。 

○「など」で包含されるものとして理解します。 

 

○本日の修正事項を踏まえて、委員会の答申内容としてよろしいか。 

⇒「異議なし」との声あり。 

○それでは、審議内容に基づいて第３次行財政改革大綱を修正し、答申を

行うこととする。 

 

（２）第３次木津川市行財政改革大綱の答申について 

 

◎河井市長に、第３次木津川市行財政改革大綱についての答申を行った。 

※澤井会長から、答申書（別冊に大綱、資料編、概要版）を手渡す。 

 

答申後市長挨拶（概要） 

委員の皆様方には、本市の行財政改革の推進に向け、大変貴重なご意見

を賜りまして、誠にありがとうございました。 

現在の第２次木津川市行財政改革大綱は、新市発足時の課題である、事

務事業や組織の一本化、効率化について、一定の成果が出始めてきた 

平成２４年度末に策定したものです。 

それから早や５年が経過し、昨年、市制１０周年という節目を迎えるこ

とができました。 

この間、日本全体で消滅可能性都市などの言葉とともに、少子高齢化、

人口減少対策が大きな課題となり、現在、国を挙げた地方創生、地域活

性化に取り組んでいるところです。 

さらに、本市では昨年度から普通交付税合併算定替の段階的な縮減が開

始され、経常収支比率が大きく悪化しました。 

このため、市では普通交付税合併算定替の縮減に対応できる、安定した

財政基盤を構築するため、全職員が一丸となって行財政改革に取り組ん

でいるところです。 

答申を踏まえ、第３次木津川市行財政改革大綱を策定し、今後さらに持

続可能な財政基盤を構築した活力ある自治体を目指して、歩みを止める

ことなく取り組んでまいる所存です。 

 

３．その他 



5 

（１）第３次木津川市行財政改革行動計画（案）の策定に向けて 

 

 ◎事務局から、第３次木津川市行財政改革行動計画を策定するにあたって

の意見を求められ、各委員から意見を述べた。 

 

質疑応答など 

○委員会の目的として、効率的な行財政運営、強いて言うのであれば、経

費の削減が基本となると考えられるため、行動計画についても、その点

に留意して策定にあたるべきではないか。さらに、事業仕分けの今後の

方向性についても考える必要がある。個人的には、事業仕分けは一定の

項目を網羅できたと考えているため、これに代わる新たな取り組みの検

討を求めたい。また、大綱では「市民との協働」が基本理念となってい

るため、市民参画の視点を採り入れた行動計画の策定が望ましいのでは

ないか。 

⇒事業仕分けの今後のあり方は課題事項ですが、平成３０年度第１回目の

委員会では何らかの提案をお示しし、新たな動きを作れるようにしま

す。また、経費の削減については、行財政改革の根底を支えるものとし

て行動計画にも反映させたいと考えます。さらに、市民協働について

は、必要な限りしっかり求められるように取り組みます。 

 

○市民協働については、市全体として、協働の内容をどのような方向で進

めるのか、明確なプランがないと見受けられる。事業仕分けでも、市民

が事業仕分けに関わることはほとんどない。市民協働や参画のあり方に

ついての全庁的な議論ができていないため、未成熟といえるのではない

か。例えば、行政の仕事を市民が担うという具体的な道筋をつけた提案

をし、実践していくことなどが求められる。介護保険の総合支援事業が

いい例だが、要支援１・２の部分を、ボランティアを含めた市民による

支援システムに変えており、障害者福祉や児童福祉についてもそのよう

な流れが出てくると考えられる。仕事は増えるが、経費は削減しなけれ

ばならない。そうなると、市民に担っていただかざるを得ない。市民自

身が自治を担っているという意識を持てるような、支援システムの構築

が必要である。 

⇒市民の方には、行政に頼るという考えがまだまだ根強い部分もあろうか

と思いますが、市民の皆様と一緒に考え行動するという仕組みを、先行

事例等も参考にし、模索しながら創っていきたいと考えます。また、そ

のような仕組みができれば、行動計画において見える化を行うこともで

きていくのではないかと考えます。 

 

○総合支援事業も含め、市民からのボランティアを募って事業を進めてい

くためには、行政が今よりもっと市民の中に入ることで、協力を求める

ことが望ましい。そのためには、財政の厳しさを市民目線でわかるよう
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に訴えるとともに、市と一緒になって取り組んでいただけるよう、参加

のメリットも提示しながら、市民を活動に巻き込むことが必要になるの

ではないか。 

⇒決して市の事業を押しつけるのではなく、市民と行政がともに手を取り

合って参加する方法を探っていきたいと考えます。 

○総合支援事業により、介護事業者の介護報酬が減額されると、事業者の

撤退にもつながりかねず、将来的には、事業を支える市の財政がより苦

しくなることが予想される。それを避けるためにも、市民をどのように

巻き込むかを考えてほしい。 

  

〇障害福祉サービスの就労支援Ａ、Ｂの市内事業者の数、事業の実施状況

などの把握はしていると思うが、例えば、福祉車両や浴室リフトなどに

対して厚生労働省関係の助成金が出るにもかかわらず、制度を知らない

事業者も多く、そういった情報提供をするという役割も行政には求めら

れるのではないか。 

⇒日常の業務は十分実施できておりますが、福祉に特化した専門知識を持

ち、絶えず事業者に情報提供できるといった職員は限られてくるのでは

ないかと考えます。また、新興住宅地に福祉関係の事業所が設立された

という情報が入りますが、それらの事業者全てに、必ずしも確固とした

財政基盤があるのか、可能な支援を受けられているのかといった状況を

把握できているかといえば、そうではないかもしれません。 

○事業者のニーズがある中で、市が情報提供できるようなきっかけ作りや

マニュアルなどが、今後必要になるのではないか。また、そのための市

職員のスキルアップも求める。 

⇒マニュアル化などには至っていないと考えますが、事業者に対して市と

しての役割が果たせるような仕組みづくりは、今後、検討していきたい

と考えます。 

 

○市民協働を行うために、具体的にどのような参加方法があるのか、木津

川市民はわからないのではないか。参加方法それ自体を用意するのは市

の役割だが、市民協働自体の概念や定義があいまいのように感じる。 

 また、個人的には事業仕分けについて、事業の問題点を見つけて理解し

改善するという目的が、担当職員がその場限りの説明や回答でよしとし

ていた雰囲気があったのではないかと感じる。事業仕分けは実施を目的

とするのではなく、実施する意味を考えることが必要な時期に来ている

のではないか。そういった意識改革に取り組まれたい。 

⇒プラネタリウムをはじめとして、事業仕分けの決定を受けて議論が進ん

だ事業、また、仕分けの決定どおりに見直しが進んでいない事業もあり

ます。ただし、仕分け後に何の見直しもせずに放置している事業はあり

ませんので、各事業について、いいきっかけになったと考えます。しか

し、今年度、一定の区切りはついたということで、事業仕分けの新たな
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段階を検討する段階に来ています。本日、委員の皆様からご指摘のあり

ました、市民協働の仕組みづくりの視点なども踏まえながら、事業仕分

けに代わるものとして、外部の方の意見を聞くことができる場を検討し

たいと考えます。 

○個人的には、事業仕分けは継続した方がよいと考えている。今までは、

市財政に対して、それほどの危機感もない中で採決に至っていたことも

あると考えるが、先ほどの市長の話では、今後ますます市財政は厳しく

なるとの見通しだった。大きな金額の議論に隠れて見落としてきたこと

を、再度厳しい視点で見つめる必要があるのではないか。 

  

○「市民協働」、「市民参加」の意味は、市民だけでなく行政も理解して

いないと考える。「協働」と「参加」の原則は少し異なる。行政が補助

金を出すことも一種の「協働」であるし、協議会を作ることも企画段階

から協議することも同様である。 

奈良県や奈良市は、各課の業務で「市民協働」が行われているか具体的

な評価を行っており、意識して「市民が参加すること」と「市民参加の

前に行政で議論して、その後参加してもらうこと」を決めている。その

ように、「協働」の形態を具体化し、職員の意識化ができている。 

⇒本市では数は少ないですが、地域に関わることについてはワークショッ

プや座談会を開くなど、そのような取り組みを始めてきています。なか

なか全ての事業を対象にはできていませんが、今後、市民への押し付け

とならない方法を検討していきたいと考えます。 

○「協働」ということでは、大綱策定に関するパブリックコメントもそれ

にあたるが、わずか２名の意見が、市民全体の意見と捉えられることに

怖さを感じる。「市民協働」や「参加」をどのレベルまで広げるのか、

その基準を定める必要もあるのではないか。 

⇒パブリックコメントの結果については、案件によって市民の皆様の関心

の温度差があるのが実情です。そこで、意見数が少ないからということ

ではなく、そのような表に出ない意見をどのようにしてくみ取っていく

のかというところを考えていく必要があると感じています。 

 

○市民は市に対して税金を納めているため、行政への意見もそれなりに持

っているはずである。傾向として、自身の生活に対しての主観的な発言

が多いとは思うが、市の将来について考えを持つ意識の高い市民と共同

戦線を形成するなど、市も市民と同じ共同体として関係を構築していけ

ればいいと考える。市の財政が「厳しいがまだ余裕のある段階」と「い

よいよ危険な段階」では、取り組み方も異なってくると考えられるた

め、委員の方々の意見をはじめとした工夫を採り入れ、この局面を乗り

越えることを求める。 

⇒市の貴重な財源である税金を、高いサービスとしていかに市民の皆様に

還元するかということは、行政として常に留意していかなければならな
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いと考えます。また、現在の市財政の悪化の状況を受け、市長から職員

に対して、厳しい現状を踏まえた指示・通達等がありました。我々職員

も一丸となって、「子や孫の未来につなぐ」ことを意識した行政運営を

行わなければならないと考えます。 

 

○本日、大綱の答申を行ったが、特に、明確に目に見えない人材育成につ

いての評価方法などは、困難な部分ではないかと考える。大綱にも記載

がある現場対応能力やマネジメント能力は、研修などによってスキルア

ップできるが、内面や意識をどのようにして向上させるのか、また、取

り組みの結果をどのようにして評価するのかという点は、大綱から一歩

踏み込んだ具体化を行うことが非常に難しい。この点について、どのよ

うに市民に理解を求めるかということは、しっかりと考えなくてはいけ

ない。 

⇒ご指摘事項は内部管理の問題となり、市民の皆様にご覧いただくことが

困難な分野となりますが、やはり、市民の方と接する窓口、電話対応、

相談等に対する受け答えが、目に触れやすいことと考えます。それらを

的確に行い市民の皆様の信頼を得ながら、職員の能力の向上に取り組み

たいと考えます。 

○「人事評価」は上司の行う評価のみか。自己評価はしないのか。 

⇒職員は最初に自己評価を行い、その評価をさらに２人の上司が確認し、

自己評価や１人目の上司の評価が偏った内容にならないように調整しま

す。その後、最終的に決定された評価を、職員にフィードバックすると

いう手法をとっています。 

 

・その他 

◎事務局から、第６期行財政改革推進委員会の公募委員の募集について、

報告があった。 

※２月１日から応募申込書等の配布を行い、２月１３日から３月７日ま

での期間を募集期間とする。 

 

４．閉  会 

 

その他特記事項 特になし。 

 


